
新型コロナウイルス感染症の予防接種等の費用の支払に係る委託契約（案） 

 

予防接種法（昭和 23 年法律第 68 号）附則第７条第１項により同法第６条第１項の規定

による予防接種とみなして行われる新型コロナウイルス感染症（病原体がベータコロナウ

イルス属のコロナウイルス（令和２年１月に、中華人民共和国から世界保健機関に対して、

人に伝染する能力を有することが新たに報告されたものに限る。）であるものに限る。以

下同じ。）に係る予防接種等（以下「本予防接種」という。）について、○○都道府県を本

件契約のとりまとめ者とする別紙委託元一覧表に示す市町村（特別区を含み、以下「甲」

という。）と○○都道府県国民健康保険団体連合会（以下「乙」という。）との間に、次の

条項により委託契約を締結する。 

 

（契約事項） 

第１条 甲は、当該甲を住所地（住所地を有しない場合は居住地）とする接種対象者が、

当該甲以外の市町村（特別区を含む。）に所在する医療機関等（甲から本予防接種に係

る委託を受けた医療機関等に限る。以下同じ。）において本予防接種を受けた場合に、

甲が当該医療機関等に対して支払うべき本予防接種の費用の支払を乙に委託し、乙はこ

れを受託する。 

２ 甲を住所地（住所地を有しない場合は居住地）とする接種対象者が、当該甲に所在

する医療機関等で本予防接種を受け、当該医療機関等が本予防接種の費用を誤って乙に

請求した場合には、やむを得ない事情がある場合は、甲はその支払を乙へ委託したもの

とみなし、乙はこれを受託することができる。 

３ 前項の場合において、甲は、甲による確認の結果、前項の請求誤りが判明した場合

には、当該医療機関等に対して、正しい請求先を周知するよう努める。 

４ 第２項に規定する請求の取扱について、甲と乙との間に別段の定めがある場合には、

前二項の規定は適用しない。 

 

（医療機関等からの請求） 

第２条 乙は、医療機関等から直接又は取りまとめ団体を経由して、原則として本予防接

種を実施した日の属する月の翌月の１０日（ただし、土曜日、日曜日又は国民の祝日に

関する法律に規定する休日に当たる場合は、これらの日の翌日、また、令和３年２月実

施分及び同年３月実施分に係るものについては、令和３年４月１日から同月１２日まで）

までにそれぞれ提出された本予防接種に係る予診票及び実績報告書（請求総括書・市区

町村別請求書）（以下「請求書等」という。）について、本予防接種の実施した日の属す

る月ごとに取りまとめた上で（当該月より前に実施した分も含む）、請求金額の確認（請

求に関する記載内容に不備があった場合の医療機関等への返戻を含む。）を行ったうえ

で、甲に対する請求金額を集計する。 

 

（委託事務手数料） 

第３条 甲は、本契約に定める事務の手数料として、本予防接種１件につき金○○円（消



費税及び地方消費税を含む。）を乙に支払うものとする。 

 

（市町村への請求） 

第４条 乙は、甲に対し、第２条に規定する請求金額の集計後、原則として別表に定める

請求期日までに、同条による確認の結果不備のなかった請求書等（乙が保管する実績

報告書（請求総括書）は除く）を添えて、当該本予防接種の費用及び前条に定める

委託事務手数料を請求するものとする。 

 

（医療機関等への支払） 

第５条 乙から前条の規定による請求を受けた甲は、別表に定める納入期日までに、当該

請求を受けた本予防接種の費用及び委託事務手数料を乙に支払うものとし、乙は、原則

として、医療機関等から乙へ請求のあった日の属する月の翌々月末日までに、医療機関

等に対し本予防接種の費用を支払うものとする。 

 

（支払の調整） 

第６条 甲は、甲による確認の結果、支払が過誤と判明した本予防接種の費用等について

は、乙を通じて当該費用を支払った医療機関等に対し、当該費用の返還を求めることが

できる。 

２ 甲は、前項の規定による調整を乙に依頼する場合は、事前に当該医療機関等へ通知の

うえ、コロナワクチン接種費過誤返戻依頼書及びコロナワクチン接種費過誤返戻依頼集

計書並びにこれらに係る本予防接種予診票の原本（以下「調整依頼書等」という。）を

乙に提出し、調整を依頼する。 

３ 乙は、甲から前項の規定による依頼を受けた時は、当該医療機関等からの以後の請求

に係る支払と調整する。ただし、乙が甲から前項の規定による依頼を受けた日の属する

月の翌月から起算して６か月以内に、当該医療機関等からの請求に係る支払と調整する

ことができない場合は、甲に対し、調整依頼書等を返還する。 

４ 乙は、医療機関等の過失により前項の規定による調整をした場合、乙に対して支払わ

れた第３条に規定する委託事務手数料は甲に返還しない。ただし、乙の自己の責に帰す

べき理由によって調整した場合は、当該  委託事務手数料を甲に返還するものとする。 

 

（支払遅延損害金） 

第７条 納入期日までに第４条の規定により請求した本予防接種の費用が甲から支払われ

ないときは、乙は、当該本予防接種の費用を立て替えて医療機関等に支払うものとする。

この場合、甲は、速やかにこの立替金及び納入期日の翌日から支払日までの日数に応じ

て、この契約の締結の日に適用される政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和 24

年法律第 256 号）第８条第１項の規定に基づき財務大臣が決定する率を乗じて計算した

金額を乙に支払わなければならない。 

２ 納入期日までに第３条に規定する委託事務手数料が甲から支払われない場合、甲は、

速やかに当該事務手数料及び納入期日の翌日から支払日までの日数に応じて、この契約



の締結の日に適用される政府契約の支払遅延防止等に関する法律（昭和 24 年法律第 256

号）第８条第１項の規定に基づき財務大臣が決定する率を乗じて計算した金額を遅延利

息として乙に支払わなければならない。 

 

（閲覧および説明） 

第８条 甲は、この契約の実施に必要な限度において、乙の帳簿ほか関係書類を閲覧し、

又は乙に対し説明若しくは報告を求めることができるものとする。 

 

（個人情報の保護） 

第９条 乙は、この契約による業務遂行に当たり知りえた個人情報の取扱いについては、

別記「個人情報取扱注意事項」を遵守しなければならない。 

 

（再委託） 

第１０条 乙は、委託業務の一部を第三者に委託し、又は請け負わせる際は、

あらかじめ甲の承認を得るものとする。ただし、委託業務の全部を第三者

に委託し、又は請け負わせてはならない。 

２ 乙は、前項の再委託を行う場合には、当該再委託に係る受託者に、個人

情報の保護に関して、前条に掲げる義務と同等の義務を課さなければなら

ない。 

 

（契約の解除） 

第１１条 この契約の当事者いずれか一方が、正当な理由なくこの契約の全部若しくは一

部を履行しないとき、又は履行の見込みがなく事業の遂行に著しく支障を来たすおそれ

があるときは、その当事者の相手方は本契約を解除することができるものとする。 

 

（協議事項） 

第１２条 この契約に定めのない事項又はこの契約に規定されている事項で疑義が生じた

事項については、甲乙協議して解決するものとする。 

 

（委託期間） 

第１３条 この契約の有効期間は令和３年●月●日から令和●年３月３１日までとする。 

ただし、この契約の有効期間終了１か月前までに甲又は乙から、何等の意思表示をしな

いときは、終期の翌日においてさらに１か年契約の更新をしたものとみなす。 

２ 前項の規定にかかわらず、予防接種法附則第７条第１項の規定に基づき、新型コロナ

ウイルス感染症に係る予防接種の期日又は期間の終期として厚生労働大臣が別途指定し

た場合は、当該期日又は期間の末日をもって、本契約に基づく委託期間は終了したもの

とする。ただし、この契約の効力は、乙が第２条に規定する医療機関等からの請求によ

る本予防接種費用等の支払を完了する日まで、有するものとする。 



 

 この契約が成立したことを証するため、本契約書を２通作成し、甲乙記名押印のうえ、 

各１通を所持するものとする。 

 

令和３年●月●日 

 

 

                 甲 代理人         

○○県○○市○○町○丁目○番○号 

                        ○○都道府県知事 ○○ ○○ 

 

 

                 乙 ○○県○○市○○町○丁目○番○号 

                    ○○都道府県国民健康保険団体連合会 

                             理事長 ○○ ○○  



別 記  

個 人 情 報 取 扱 注 意 事 項  

 

（ 基 本 的 事 項 ）  

第 1 条  乙 は 、 こ の 契 約 に よ る 個 人 情 報 の 取 扱 い に 当 た

っ て は 、 個 人 の 権 利 利 益 を 侵 害 す る こ と の な い よ う 努

め な け れ ば な ら な い 。  

（ 秘 密 の 保 持 ）  

第 2 条  乙 は 、 こ の 契 約 に よ る 事 務 に 関 し て 知 る こ と

の で き た 個 人 情 報 を 他 に 漏 ら し て は な ら な い 。こ の 契

約 が 終 了 し 、又 は 解 除 さ れ た 後 に お い て も 、同 様 と す

る 。  

 （ 目 的 外 収 集 ・ 利 用 の 禁 止 ）  

第 3 条  乙 は 、こ の 契 約 に よ る 事 務 を 処 理 す る た め 、個

人 情 報 を 収 集 し 、又 は 利 用 す る と き は 、受 託 事 務 の 目

的 の 範 囲 内 で 行 う も の と す る 。  

 （ 第 三 者 へ の 提 供 の 禁 止 ）  

第 4 条  乙 は 、 こ の 契 約 に よ る 事 務 を 処 理 す る た め 甲

か ら 提 供 を 受 け 、又 は 乙 自 ら が 収 集 し 、若 し く は 作 成

し た 個 人 情 報 が 記 録 さ れ た 資 料 等 を 、甲 の 承 諾 な し に

第 三 者 に 提 供 し て は な ら な い 。  

 （ 複 写 ・ 複 製 の 禁 止 ）  

第 5 条  乙 は 、 こ の 契 約 に よ る 事 務 を 処 理 す る た め 甲

か ら 提 供 を 受 け 、又 は 乙 自 ら が 収 集 し 、若 し く は 作 成

し た 個 人 情 報 が 記 録 さ れ た 資 料 等 を 、甲 の 承 諾 な し に

複 写 し 、 又 は 複 製 し て は な ら な い 。  

 （ 適 正 管 理 ）  

第 6 条  乙 は 、 こ の 契 約 に よ る 事 務 を 処 理 す る た め 甲

か ら 提 供 を 受 け 、又 は 自 ら が 収 集 し 、若 し く は 作 成 し

た 個 人 情 報 の 滅 失 及 び き 損 の 防 止 に 努 め る も の と す

る 。  

 （ 資 料 等 の 返 還 等 ）  

第 7 条  乙 が こ の 契 約 に よ る 事 務 を 処 理 す る た め に 、

甲 か ら 提 供 を 受 け 、又 は 乙 自 ら が 収 集 し 、若 し く は 作

成 し た 個 人 情 報 が 記 録 さ れ た す べ て の 資 料 等 は 、そ の

契 約 完 了 後 直 ち に 甲 に 返 還 し 、又 は 引 き 渡 す も の と す

る 。た だ し 、甲 が 別 に 指 示 し た と き は 当 該 方 法 に よ る

も の と す る 。  

 （ 事 故 の 場 合 の 措 置 ）  

第 8 条  乙 は 、こ の 契 約 に 違 反 す る 実 態 が 生 じ 、又 は 生

じ る お そ れ の あ る こ と を 知 っ た と き は 、速 や か に 甲 に

報 告 し 、 甲 の 指 示 に 従 う も の と す る 。  

 



別表  

新型コロナウイルス感染症の予防接種等の費用  

令和３年度請求及び納入期日  

請求書等提出月  請求期日  納入期日  

令和３  年  ４月  ５月２５日 (火 ) ６月４日 (金 ) 

   ５月  ６月２４日 (木 ) ７月６日 (火 ) 

６月  ７月２７日 (火 ) ８月６日 (金 ) 

   ７月  ８月２５日 (水 ) ９月６日 (月 ) 

   ８月  ９月２７日 (月 ) １０月７日 (木 ) 

   ９月  １０月２５日 (月 ) １１月５日 (金 ) 

   １０月  １１月２６日 (金 ) １２月８日 (水 )  

   １１月  １２月２３日 (木 ) 
令和４年  

１月１１日 (火 ) 

   １２月  
令和４年  

１月２５日 (火 ) 
２月４日 (金 ) 

令和４  年  １月  ２月２５日 (金 ) ３月９日 (水 ) 

   ２月  ３月２５日 (金 ) ４月６日 (水 ) 

   ３月  ４月１８日 (月 ) ４月２８日 (木 ) 

 



新型コロナウイルス感染症の予防接種等の費用の支払に係る変更契約書（案） 

  

 

〇〇都道府県を新型コロナウイルス感染症の予防接種等の費用の支払に係る

委託契約のとりまとめ者とする別紙委託元一覧表に示す市町村（特別区を含み、

以下「甲」という。）と、〇〇都道府県国民健康保険団体連合会（以下「乙」と

いう。）は、甲乙間において令和〇年○月○日に締結した「新型コロナウイルス

感染症の予防接種等の費用の支払に係る委託契約」（以下「原契約」という。）に

ついて、次のとおり変更契約を締結する。 

なお、その他の条項については原契約のとおりとする。 

 

第１条 原契約別表「新型コロナウイルス感染症の予防接種等の費用 令和３

年度請求及び納入期日」を原契約別表１とし、請求書等提出月が令和４年３月

分の期日については、請求期日を４月２５日（月）、納入期日を５月１１日（水）

とする。 

 

第２条 「新型コロナウイルス感染症の予防接種等の費用 令和４年度請求及

び納入期日」を原契約別表２として加える。 

 

第３条 この変更契約は、令和４年４月１日から適用する。ただし、第１条の規

定は、契約締結の日から適用する。 

 

 本契約の成立を証するため、本書２通を作成し、甲乙記名押印のうえ、各１通

を所持するものとする。 

 

 

令和○年○月○日 

 

甲 代理人 

〇〇県〇〇市〇〇町〇番〇号 

〇〇都道府県知事 〇〇 〇〇 印 

 

 

乙 〇〇県〇〇市〇〇町〇番〇号 

〇〇都道府県国民健康保険団体連合会 

理事長 〇〇 〇〇 印 

 



別表１ 

新型コロナウイルス感染症の予防接種等の費用 

令和３年度請求及び納入期日 

請求書等提出月 請求期日 納入期日 

令和３ 年 ４月 ５月２５日(火) ６月４日(金) 

   ５月 ６月２４日(木) ７月６日(火) 

６月 ７月２７日(火) ８月６日(金) 

   ７月 ８月２５日(水) ９月６日(月) 

   ８月 ９月２７日(月) １０月７日(木) 

   ９月 １０月２５日(月) １１月５日(金) 

   １０月 １１月２６日(金) １２月８日(水)  

   １１月 １２月２３日(木) 
令和４年 

１月１１日(火) 

   １２月 
令和４年 

１月２５日(火) 
２月４日(金) 

令和４ 年 １月 ２月２５日(金) ３月９日(水) 

   ２月 ３月２５日(金) ４月６日(水) 

   ３月 ４月２５日(月) ５月１１日(水) 

 



別表２ 

 

新型コロナウイルス感染症の予防接種等の費用 

令和４年度請求及び納入期日 

請求書等提出月 請求期日 納入期日 

令和４ 年 ４月 ５月２４日(火) ６月３日(金) 

   ５月 ６月２４日(金) ７月６日(水) 

６月 ７月２７日(水) ８月８日(月) 

   ７月 ８月２４日(水) ９月５日(月) 

   ８月 ９月２８日(水) １０月１１日(火) 

   ９月 １０月２５日(火) １１月７日(月) 

   １０月 １１月２５日(金) １２月７日(水)  

 


